
Ⅰ 基本情報
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Ⅱ 事業

障害福祉サービス事業 就労移行支援 公表 徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２８番地６ 平成１８年１１月１日 10

一般相談支援事業 相談支援事業所「ライフ」 公表 徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２８番地７ 平成２６年８月１日

社会福祉法人現況報告書

公表

平成２４年２月２日

公表
公表

公表/非
公表

氏名

小橋　達夫

公表/非公表

年齢
公表/非公表

職業

- 平成２４年１１月１日

メールアド
レス

非公表 非公表

施設名・事業所名

蒼生園 放課後等デイサービス事業所「ポプラ」「こども未来」

相談支援事業所「ライフ」

事業開始
年月日

代表者

ホーム
ページアド

レス

法人名

設立認可
年月日

設立登記
年月日

所轄庁

社会福
祉事業

-

都道府県
主たる事
務所の所

在地
社会福祉法人　徳島蒼生福祉会

就任年月日

そ
の
他

第
一
種

第
二
種

児
童
福
祉

第
一
種

第
二
種

障
害
者
福
祉

第
二
種

第
一
種

老
人
福
祉

第
一
種

第
二
種

公表

公表

相談支援事業所「ライフ」

障害福祉サービス事業

障害福祉サービス事業

特定相談支援事業

１７５６

住所

-

徳島北障害者支援センター

就労継続支援B型

年４月１日現在平成 28

http://tokukitanpo.web.fc2.com/index2.html tokushimasousei@kkd.biglobe.ne.jp 平成２４年２月２日

徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２８番地５

徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２８番地５

所在地

徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２８番地５

徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２８番地６

種類
各分野の
事業が同
一施設（敷
地）で実施

障害児通所支援事業
障害児相談支援事業

全ての事
業が同一
施設（敷

地）で実施

実施形態

定員

平成２４年１１月１日

平成２６年８月１日

40

30

平成１８年１１月１日

平成２０年１２月１日

平成２６年８月１日

○

１７０５６９８０８８電話番号 FAX番号７７１ ０２０３ 徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２８番地５

20

６９８０８８

徳島県板野郡北島町鯛浜字川久保１９４番１



（ ）

１　法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル
２　駐車場の経営
３　公共的、公共的施設内の売店の経営

（ ）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免
２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施
３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施
４　災害時における各種支援活動の実施
５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施
６　他法人との連携による人材育成事業

（ ）

１４　社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する事業

事業規模（定員）

施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）

施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日

種類（番号を記載）

４　日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業
５　入所施設からの退院・退所を支援する事業

１　必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サービス事業者等との連絡調整を行う等の事業

９　社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者等の養成事業等）

１２　介護保険法の居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施設、

６　子育て支援に関する事業
７　福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集・整理・提供に関する事業

４　その他

８　ボランティアの育成に関する事業

１０　社会福祉に関する調査研究等

１５　公益的事業を行う団体に事務所等として無償又は実費に近い対価で使用させるために会館等を経営する事業

１３　有料老人ホーム

種類（番号を記載） 施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）

２　必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調整等を支援する事業
３　入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保する事業

収益事
業

その他
の事業

７　その他

１６　その他

公益事
業

種

種類（番号を記載）

１１　事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業

　　地域支援事業を市町村から受託する事業



Ⅲ 組織

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～ ○

○

1

2

1

2

1

平成２６年６月１日

親族等特殊関係者の有無

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務

を行う者

理事報酬
（職員と兼務の場合は支給方法）

理事報
酬・職員
給与とも
に支給

理事報
酬のみ
支給

監事報酬

支給あり

○

副理事長

理　　事

理　　事

理　　事

理　　事

村岡　ツヤ子

上原　一

北島　カナヱ

菊川　昇

武石　和裕

-

-

-

-

-

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

理　　事

親族

他の社
会福祉
法人の
役員

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

施設長

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２８年５月３１日

職員給
与のみ
支給

支給な
し

平成２６年６月１日

理事
会へ
の出
席回
数

役職 氏名 職業 任期

理 事 長

副理事長

資格

10 10

○ ○
平成２８年５月３１日

定員

小橋　達夫

林　益代

現員

副理事長

理　　事

氏名 職業 任期

倉本　裕敏

2 2

平成２８年５月３１日

理事

平成２８年５月３１日

○

平成２８年５月３１日 ○

○

○

監事

定員 現員

齋藤　武尚

小橋　好子

-

-

-

-

-

南　　博

桂　勇治

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

2

1

2

2

2

資格

財務諸表等を監査し得る者

公認会
計士、
税理士

弁護士

会社等
の監査
役、経
理責任
者等

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務

を行う者

○

○

支給なし

理事会
への出
席回数

○

-

-

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

○ ○

○

1

0



～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

1

1

0

○

富永　昌彦

那佐　英昭

西岡　實余

-

-

-

-

-

-

-

-

-

○

○

○

○

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

阿部　悦子

一柳　百合子

亀井　博美

久次米　正博

後藤　雅樹

久岡　悟

竹田　健介

1

2

1

1

2

1

2平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

-

-

-

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

就任年月日

２ ０．４

村木　晨浩

元木　繁

元木　美次

非常勤

換算数

０．４

６．２

2

1

0

2

-

２ ３．２

徳島北障害者支援センター

蒼生園

定員 現員

-

朝野　百合子

小橋　達夫

21 21

有

有

常勤専従

2

0

0

2

2

法令等に定める資格の有無

換算数

-

-

-

-

常勤兼務

小橋　達夫 平成18年11月1日

評議
員会
への
出席
回数

施設名 氏名

伊原　かよ子

大形　ヒロ子

2

2

平成24年11月1日

４

２

板東　貴史

施設長

評議員

職員

法人本部

施設 ７

山片　京子

和久　隆明

渡辺　英子

永山　衛里子

職員と
の兼務

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

氏名 職業 任期

親族等特殊関係者の有無

親族

他の社
会福祉
法人の
役員

その他

理事の
親族

資格

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

地域の
代表者

施設長
利用者
の家族
の代表

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務

を行う者

理事と
の兼務

-

-

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

平成２８年５月３１日

平成２８年５月３１日

-

平成２６年６月１日

平成２６年６月１日

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○ ○



15

12

無

無

9

8

評議員
会

監事監
査

出席者数 書面出席者数

理事会

開催年月日

平成２７年５月２８日

平成２８年３月２５日

監事出席の有無出席者数

監査年月日

平成２８年３月２２日

監査報告の有無監査者

倉本　裕敏 監事

倉本　裕敏 監事 有

指摘事項 改善事項

平成２７年７月２１日

平成２７年１１月２０日

林　益代 監事

倉本　裕敏 監事

倉本　裕敏 監事

平成２８年１月２１日 林　益代 監事 有

有

有

平成２７年５月１３日

平成２７年１０月１日 林　益代 監事 有

有

決議事項
第一号議案　平成２６年度社会福祉法人徳島蒼生福祉会事業報告書（案）並びに収支決算書（案）について　第二号議案　公益
財団法人JKAによる平成２７年度福祉車両の整備について　第三号議案　社会福祉法人徳島蒼生福祉会定款の一部改正（案）
について

第一号議案　平成２８年度社会福祉法人徳島蒼生福祉会事業計画書（案）並びに予算書（案）について　第二号議案　平成27年
度法人本部経理区分一次補正予算書（案）について　第三号議案　平成２７年度指定就労移行支援事業経理区分一次補正予
算書（案）について　第四号議案　平成２７年度指定就労継続支援B型事業経理区分一次補正予算書（案）について　第五号議
案　平成２７年度指定相談支援事業所「ライフ」（指定一般相談支援事業、指定特定相談支援事業、指定障害児相談支援事業）
経理区分一次補正予算書（案）について　第六号議案　平成２７年度放課後等デイサービス事業経理区分「ポプラ」一次補正予
算書（案）について　第七号議案　平成２７年度放課後等デイサービス事業経理区分一次補正予算書（案）について　第八号議
案　社会福祉法人制度改革について

決議事項

第一号議案　平成２６年度社会福祉法人徳島蒼生福祉会事業報告書（案）並びに収支決算書（案）について　第二号議案　公益財団法人
JKAによる平成２７年度福祉車両の整備について　第三号議案　社会福祉法人徳島蒼生福祉会定款の一部改正（案）について

監事出席の有無

無

有

第一号議案　平成２８年度社会福祉法人徳島蒼生福祉会事業計画書（案）並びに予算書（案）について　第二号議案　平成27年度法人本部
経理区分一次補正予算書（案）について　第三号議案　平成２７年度指定就労移行支援事業経理区分一次補正予算書（案）について　第四
号議案　平成２７年度指定就労継続支援B型事業経理区分一次補正予算書（案）について　第五号議案　平成２７年度指定相談支援事業所
「ライフ」（指定一般相談支援事業、指定特定相談支援事業、指定障害児相談支援事業）経理区分一次補正予算書（案）について　第六号議
案　平成２７年度放課後等デイサービス事業経理区分「ポプラ」一次補正予算書（案）について　第七号議案　平成２７年度放課後等デイサー
ビス事業経理区分一次補正予算書（案）について　第八号議案　社会福祉法人制度改革について

開催年月日

平成２７年５月２８日

平成２８年３月２５日



Ⅳ 資産管理

土
地

土
地

建
物

収
益
事
業
用
財
産

土
地

建
物

公
益
事
業
用
財
産

運
用
財
産

土
地

不動産
の所有
状況

基
本
財
産

建
物

建
物

民間金融機関 平成３９年２月２０日 有

有

所在地 面積 評価額（千円）

徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２８番地５

徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内３０番地４

徳島県板野郡北島町新喜来字下竿１番地１３７

徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２８番地５

担保提供の状況

提供年月日 借入額（千円） 借入先 償還期限
所轄庁の
承認の有

無

徳島県板野郡北島町中村字東堤ノ内２９番地３

徳島県板野郡北島町新喜来字下竿１番地１３７

平成２４年２月２３日８５６．９４ ２５，２５１

１６．７４

３３１．１３ ９，５８５

３０，９３２

１０，５４１
４５６．８８ 平成２４年５月７日 １１，６００ （独）福祉医療機構 平成３９年４月１０日

６９ ５，３４１

平成 年3月31日現在28



Ⅴ その他

27平成 年度 平成 26 年度

7～9月

24 年度 平成 年度

公表方法（予定） 公表時期（予定）

定款 役員名簿 評議員名簿 財産目録 事業計画書
年4月1日現在

法人HP

前々年度の財務諸表

貸借対照表 資金収支計算書

法人HP 法人HP 法人HP 法人HP

平成 25

事業活動計算書
(事業活動収支計算書)

前年度の財務諸表
貸借対照表

公表方法（予定） 公表時期（予定）

年度 平成

事業活動計算書(事業活動収支計算書)

公表方法（予定） 公表時期（予定）
資金収支計算書

広報誌

新聞

法人HP

準拠し
ている
会計基

準

第三者
評価

公認会計士

情
報
公
開

指摘事項

新聞

外
部
監
査

インターネット

監査法人

税理士

その他

インターネット

広報誌

事業報告書 役員報酬規程 第三者評価結果 苦情処理結果
法人HP 公表していない 法人HP 法人HP

法人HP 7～9月

所轄庁HP 公表していない 法人HP 法人HP

費用（千円） 費用（千円） 費用（千円） 費用（千円）

○ 431

7～9月

390 ○

○

費用（千円） 費用（千円）
受審施設・事業所名

平成 年度 平成

○ 417

就労会計基準

年度

○

年度平成

28平成

年3月31日現在28平成

390

費用（千円）

社会福祉法人
新会計基準

社会福祉法人
旧会計基準

経理規程準則

指定介護老人
福祉施設等会
計処理等取扱

指導指針

訪問看護会
計・経理準則

介護老人保健
施設会計・経

理準則
授産会計基準 病院会計準則 企業会計基準 その他

費用（千円）



１．法人単位の資金収支の状況 ２．法人単位の事業活動の状況 ３．法人単位の資産等の状況

（１）サービス活動増減差額 （１）資産の部
①事業活動収入 ①サービス活動収益 ①流動資産

・介護報酬等の公費（※） ②サービス活動費用 ②固定資産
・利用者負担金（※） （２）負債の部
・その他収入 ①流動負債

②事業活動支出 ②固定負債
・人件費支出 （２）サービス活動外増減差額 （３）純資産の部
・事業費支出 ①サービス活動外収益 減価償却累計額
・利用者負担軽減額 ②サービス活動外費用
・その他支出 （３）特別増減差額

①特別収益
①施設整備等収入 ②特別費用

・施設整備補助金等の公費 当期活動増減差額
・その他収入 前期繰越活動増減差額

②施設整備等支出 当期末繰越活動増減差額
基本金取崩額

①その他の活動収入 その他の積立金取崩額
②その他の活動支出 その他の積立金積立額

当期末資金収支差額 次期繰越活動増減差額
前期末支払資金残高
当期末支払資金残高

４．積立金の状況

2,085

360
7,887

1,725

（３）その他の活動資金収支差額

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

10,016

85,777
（※）医療事業収入分を除く。（社会福祉法人新会計基
準の勘定科目上、算出できないため。）

▲ 9,316
700 700

10,000

（２）施設整備等資金収支差額

項目項目
（１）事業活動資金収支差額

金額（千円）

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

34,57414,986
206,752

0
23,662

▲ 5,802

254,268
97,728

156,539
47,515
16,832
30,683

38,992
135,415
96,423
5,324

▲ 1,964
93,063

987
14,364
93,231
54,582

項目 金額（千円）

135,574
120,223

▲ 292

国庫補助金等特別積立金取崩額

積立計
画の有

無

27,223
58,554

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

施設整備の場合

整備対象施設名

101,342

貸借対照表上の
積立金の勘定科

目
積立目的

本年度末時
点の積立金
額（千円）

積立目標額
（千円）

整備事由 整備時期

人件費積立金

施設整備等積立金

将来発生が見込まれる人件費に充てるため

将来発生が見込まれる建物・設備等の購入・
改善費用に充てるため

15,000

45,000

減価償却費

その他サービス活動費用

27平成 年度の法人の経営状況（総括表）

金額（千円）

42,342

158
450
246

2,025
1,778

38,945
71,696

110,642
0



５．関連当事者との取引の内容

６．地域の福祉ニーズへの対応状況

７　その他 （ ）

種類 法人等の名称 住所
資産総
額（千
円）

事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合

関係内容

役員等の兼務等
事業上の関

係

取引の内容
取引金
額（千
円）

科目
期末残
高（千
円）

事業概要

（注）「本年度支出額」については、当該事業に対する費用として、明確に算定出来る場合に限り記載しており、明確に算定出来ない場合は「－」を記載して
いる。

実施の有無 事業開始年度 本年度支出額（千円）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免

２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施

３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施

４　災害時における各種支援活動の実施

５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施

６　他法人との連携による人材育成事業


